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はじめに 

 

 

工場立地動向調査は、工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第２条に基づき昭和４２

年から実施されており、その対象は全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除

く。）、ガス業及び熱供給業のための工場又は事業場を建設する目的をもって取得（借地

を含む。）された１，０００㎡以上の用地（埋立予定地を含む。）である。また昭和６０

年からは研究所（民間の試験研究機関で、主として前記４業種に係る分野の研究を行うも

のに限る。）の用地も併せて調査している。今回は、平成２６年上期（１月～６月期）の

調査結果をとりまとめたものである。 

 

配布、回収の状況等については、調査対象とみられる１，６６２の事業所等に調査票を

配布し、その後、回収の段階で調査対象外と判明した事業所及び調査拒否、回収不能分を

除いた１，１９９枚の調査票（工場・事業場１，１９６件、研究所３件）についてとりま

とめた。 

 

なお、本文中の数値について、平成２５年までの立地件数、立地面積の数値については

確報値を使用している。 
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１． 全国の工場立地の概況 

 

平成２６年上期（１月～６月期）の工場立地件数は１，１９６件で、前年同期（平成２

５年１月～６月期 ７７８件）比で５３．７％の増加となった。 

工場立地面積は３，５５６ha で、前年同期（２，６４９ha）比で３４．３％の増加とな

った。工場立地件数は平成２３年上期以降増加傾向にあり、工場立地面積は半期別の集計

を開始した昭和５５年上期以降で平成２５年度下期に次いで、２番目に大きな数値となっ

た。 

なお、電気業を除いた工場立地件数は５００件で、前年同期（３５３件）比で４１．６％

の増加、工場立地面積は６１６haで、前年同期（４２６ha）比で４４．６％の増加となっ

た。 

 

（１）工場立地件数・面積 

平成２６年上期（１月～６月期）の工場立地件数は１，１９６件で、前年同期（７７８

件）比で５３．７％の増加となった。また、電気業を除いた立地件数は５００件で、前年

同期（３５３件）比で４１．６％の増加となった。 

工場立地面積は３，５５６ha で、前年同期（２，６４９ha）比で３４．３％の増加とな

った。また、電気業を除いた立地面積は６１６haで、前年同期（４２６ha）比で４４．６％

の増加となった。 

（図－１－１、図－１－２、図－１－３） 

 

図－１－１ 工場立地件数・面積の推移（期別） 
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図－１－２ 工場立地件数・面積の推移（期別・電気業を除く） 

 

 

 

 

図－１－３ 工場立地件数、工場立地面積（昭和５５年上期以降） 

 

 

（２）移転立地及び移転でない立地の状況 

立地件数を移転立地と移転でない立地（自社の既存工場の全部又は一部を廃止する計画

を伴わない新規立地）の別に見ると、移転立地件数は１６５件となり、移転でない立地件

数は１，０２８件となった。移転でない立地件数の割合は８６．２％で、前年同期から３．

３ポイント増加した。（図－２－１） 

また、電気業を除いた移転立地件数は１６５件となり、移転でない立地件数は３３２件

となった。移転でない立地件数の割合は６６．８％で、前年同期から４．５ポイント増加

した。（図－２－２） 
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図－２－１ 移転立地と移転でない立地件数及び割合の推移 

 

 

 

図－２－２ 移転立地と移転でない立地件数及び割合の推移（電気業を除く） 
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（３）企業規模（資本金規模）別の立地の状況 

企業規模（資本金規模）別立地件数は、資本金１千万円～５千万円未満の企業による立

地件数が４９９件となり有効回答数のうち４３．１％を占めた。電気業を除いた場合は、

同立地件数は２２２件となり、有効回答数のうち４４．７％を占めた。 

また、資本金１千万円未満の企業による立地は有効回答数のうち２６．２％にあたる３

０４件となり、前年同期から２．７ポイント増加した。電気業を除いた場合は、同立地件

数は有効回答数のうち１７．３％にあたる８６件となり、前年同期から変化はなかった。 

（図－３－１、図３－２、付表－９－１、付表－９－２） 

 

図－３－１ 企業規模（資本金規模）別の立地件数の半期ごとの推移 

 

※有効回答数：１，１５７件 

 

図－３－２ 企業規模（資本金規模）別の立地件数の半期ごとの推移（電気業を除く） 
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（４）借地による立地の状況 

借地による立地件数は３６６件で、前年同期（３２１件）から４５件増加した。 

全立地件数に占める借地による立地の割合は３０．６％で、前年同期から１０．７ポイ

ント減少した。（図－４－１、付表－１７－１） 

また、電気業を除いた借地による立地件数は７９件で、前年同期（５４件）から２５件

増加した。全立地件数に占める借地による立地の割合は１５．８％で、前年同期から０．

５ポイント増加した。（図－４－２、付表－１７－２） 

 

図－４－１ 借地による立地件数と全立地件数に占める割合の推移 

 

 

 

図－４－２ 借地による立地件数と全立地件数に占める割合の推移（電気業を除く） 
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（５）工業団地への立地の状況 

工業団地への立地件数は２５３件で、前年同期（１９５件）比で５８件の増加となった。 

全立地件数に占める工業団地への立地割合は２１．２％で、前年同期から３．９ポイン

ト減少した。（図－５－１、付表－１３－１） 

また、電気業を除いた工業団地への立地件数は２２３件で、前年同期（１５６件）比で

６７件の増加となった。 

全立地件数に占める工業団地への立地割合は４４．６％で、前年から０．４ポイント増

加した。（図－５－２、付表－１３－２） 

 

図－５－１ 工業団地内の立地件数と全立地件数に占める割合の推移 

 

 

図－５－２ 工業団地内の立地件数と全立地件数に占める割合の推移（電気業を除く） 
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（６）県外立地の状況 

県外立地（本社所在都道府県以外への立地）件数は４４２件、県内立地件数は７５４件

となり、全立地件数に占める県外立地の割合は３７．０％となった。県外立地割合は、前

年同期と同じ割合となった。（図－６－１、付表－１５－１） 

また、電気業を除いた県外立地件数は１６４件、県内立地件数は３３６件となり、全立

地件数に占める県外立地の割合は３２．８％となった。県外立地割合は、前年同期に比べ

２．０ポイント減少した。（図－６－２、付表－１５－２） 

 

図－６－１ 県外立地件数と全立地件数に占める割合の推移 

 

 

図－６－２ 県外立地件数と全立地件数に占める割合の推移（電気業を除く） 
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２． 業種別の立地状況 

 

（１） 製造業 

業種別の立地件数は、多い順に①食料品（９７件）、②金属製品（６３件）、③輸送

用機械（３９件）、④生産用機械（３８件）の順となった。 

前年同期との比較では、食料品（前年同期５８件→９７件）、金属製品（前年同期３

１件→６３件）等の１６業種で立地件数が増加し、鉄鋼業（前年同期２６件→２２件）、

非鉄金属（前年同期１１件→９件）等の８業種で減少した。 

（２） 電気業 

 電気業の立地件数は６９６件となり、前年同期（４２５件）から２７１件の増加とな

った。 

 

（１）製造業 

立地件数を業種別に見ると、立地件数の多い順に①食料品９７件（構成比８．１％）、

②金属製品６３件（同５．３％）、③輸送用機械３９件（同３．３％）、④生産用機械、

（３８件）（同３．２％）の順となった。（図－７－１） 

前年同期との比較では、鉄鋼業（前年同期２６件→２２件）、非鉄金属（前年同期１１

件→９件）、プラスチック製品（前年同期２２件→２０件）等の８業種で減少し、食料品

（前年同期５８件→９７件）、金属製品（前年同期３１件→６３件）、化学工業（前年同

期１７件→３７件）、輸送用機械（前年同期２６件→３９件）等の１６業種で増加した。 

（付表－１８－１、付表－１９－１） 

  

 

図－７ 主な業種の立地件数の前年同期との比較 
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図－８－１ 主な業種の立地件数の半期ごとの推移 

 

 

（２）電気業 

電気業の立地件数は、６９６件（前年同期４２５件）、立地面積は２，９４０ha（前年

同期２，２２３ha）と平成２４年上期以降増加傾向となっている。（図－８－２） 

図－８－２ 電気業の工場立地件数・面積の推移 
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３． 地域別の立地状況 

 

立地件数が多かった地域は、上位から順に①関東内陸（３４２件）、②東海（１３５件）、

③北九州（１３１件）であり、これら３地域で全体の約５０．８％を占めた。 

電気業を除いた場合は、上位から順に①関東内陸（１１４件）、②東海（７１件）、③

南東北（５１件）であり、これら３地域で全体の約４７．２％を占めた。 

都道府県別では、立地件数の多い順に①茨城県（１３３件）、②群馬県（８１件）、③

栃木県（６７件）、④福岡県（４６件）、⑤静岡県（４５件）となった。 

電気業を除いた場合は、立地件数の多い順に①茨城県（４２件）、②群馬県、岐阜県、

兵庫県（各２７件）、⑤栃木県（２４件）となった。 

 

（１） 地域ブロック別の比較 

立地件数を地域ブロック別に見ると、件数の多い順に、①関東内陸３４２件（構成比２

８．６％）、②東海１３５件（同１１．３％）、③北九州１３１件（同１１．０％）とな

り、これら地域で全体の５０．８％を占めた。 

電気業を除いた立地件数を地域ブロック別に見ると、件数の多い順に、①関東内陸１１

４件（構成比２２．８％）、②東海７１件（同１４．２％）、③南東北５１件（同１０．

２％）の順となり、これらの地域で全体の４７．２％を占めた。 

 

立地面積では、上位から順に、①関東内陸（９３４ha）、②北九州（６６２ha）③南東

北（４７１ha）の順となり、これら地域で全体の５８．１％を占めた。 

電気業を除いた立地面積では、上位から順に、①関東内陸（１４７ha）、②東海（８４

ha）、③関東臨海（６３ha）の順となり、これら地域で全体の４７．７％を占めた。 

 

立地面積の前年同期比では、増加面積が多い順に、①関東内陸５１８ha増（前年同期４

１５ha →９３４ha）、②北九州４１９ha増（同２４３ha→６６２ha）、③南東北３８０ha

増（同９２ha→４７１ha）となり、面積が減少している地域は、①山陽２６４ha減（同３

４４ha→８０ha）、②南九州１９８ha減（同３３４ha→１３５ha）③北東北８０ha減（同

１２２ha→４３ha）となっている。 

また、電気業を除いた立地面積の前年同期比では、増加面積が多い順に、①関東内陸７

６ha増（前年同期７１ha→１４７ha）、②関東臨海３４ha増（同２９ha→６３ha）、③山

陽２４ha（同９ha→３３ha）となり、減少している地域は①北九州９ha減（同４３ha→３

４ha）、②南九州８ha減（同４０ha→３２ha）、③南東北２ha減（同４７ha→４５ha）と

なり、その他近畿臨海を除いたすべての地域で立地面積が増加している。 

 

工場立地１件当たりの立地面積で見ると、北海道８．４２（ha／件）、北九州５．０６
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（ha／件）、南東北４．６２（ha／件）で大きく、北陸１．０２（ha／件）で小さくなっ

ている。 

電気業を除いた場合の工場立地１件当たりの立地面積で見ると、北海道２．１１（ha／

件）、南九州１．７６（ha／件）、四国１．７２（ha／件）で大きくなっている。 

（図－９－１、９－２、１０－１、１０－２、１１－１、１１－２） 

 

 

図－９－１ 地域ブロック別の立地件数の前年同期との比較 

 

 

図－９－２ 地域ブロック別の立地件数の前年同期との比較（電気業を除く） 
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図－１０－１ 地域ブロック別の立地面積の前年同期との比較 

 

 

図－１０－２ 地域ブロック別の立地面積の前年同期との比較（電気業を除く） 
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図－１１－１ 地域ブロック別の立地件数の半期ごとの推移 
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図－１１－２ 地域ブロック別の立地件数の半期ごとの推移（電気業を除く） 
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（２）都道府県別の比較 

立地件数を都道府県別にみると、立地件数の多い順に、①茨城県（１３３件）、②群馬

県（８１件）、③栃木県（６７件）、④福岡県（４６件）、⑤静岡県（４５件）となった。 

立地件数の前年同期比増減を都道府県別にみると、増加件数の多い順に①茨城県（７７

件増）、②宮城県（３３件増）、③栃木県（３１件増）、④大分県（３０件増）、⑤群馬

県（２９件増）となった。 

また、電気業を除いた立地件数を都道府県別にみると、立地件数の多い順に、①茨城県

（４２件）、②群馬県、岐阜県、兵庫県（各２７件）、⑤栃木県（２４件）、となった。 

立地件数の前年比増減を都道府県別にみると、増加件数の多い順に①茨城県（１８件増）、

②岐阜県（１７件増）、③宮城県、栃木県（各１３件増）となった。 

 

立地面積を都道府県別にみると、立地面積の多い順に、①大分県（４３１ha）、②茨城

県（３４３ha）、③栃木県（３３６ha）、④北海道（３２８ha）、⑤宮城県（２２６ha）

となった。 

また、電気業を除いた立地面積を都道府県別にみると、多い順に、①茨城県（６９ha）、

②群馬県（３５ha）、③滋賀県（３４ha）、④兵庫県、埼玉県（各３２ha）となった。 

 

工場立地１件あたりの立地面積が大きかったのは、上位から順に①大分県（１０．７７

ha／件）、②和歌山県（８．６７ha／件）、③北海道（８．４２ha／件）、④三重県（８．

２３ha／件）、⑤宮城県（５．５ha／件）であり、一方で、１件あたりの立地面積が小さ

かったのは、①奈良県（０．８ha／件）、②富山県、神奈川県（各０．８８ha／件）、④

福井県（０．８９ha／件）、⑤徳島県（０．９ha／件）であった。 

また電気業を除いた場合の工場立地１件あたりの立地面積が大きかったのは、上位から

順に①鹿児島県（３．１１ha／件）、②秋田県（２．３３ha／件）、③滋賀県（２．２７

ha／件）、④高知県（２．１２ha／件）、⑤北海道（２．１１ha／件）であり、一方で、

１件あたりの立地面積が小さかったのは、①奈良県（０．２６ha／件）、②京都府（０．

３１ha／件）、③島根県（０．４８ha／件）、④香川県（０．５０ha／件）、⑤長崎県（０．

５３ha／件）であった。 

（付表１－１、付表１－２、付表２－１、付表２－２） 
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（３）地域ブロック別の工場立地の概況 

 

a．北海道 

・立地件数：３９件（前年同期比１０件減、前年同期比２０．４１％減） 

・立地面積：３２８ha（前年同期比４ha減、前年同期比１．３４％減） 

・主な立地業種：①電気業（２６件）、②化学工業、生産用機械（各３件） 

 

b．北東北（青森県、岩手県、秋田県） 

・立地件数：２３件（前年同期比７件減、前年同期比２３．３３％減） 

・立地面積：４３ha（前年同期比８０ha減、前年同期比６５．１３％減） 

・主な立地業種：①電気業（１０件）、②金属製品（４件） 

 

c．南東北（宮城県、山形県、福島県、新潟県） 

・立地件数：１０２件（前年同期比３４件増、前年同期比５０．０％増） 

・立地面積：４７１ha（前年同期比３８０ha増、前年同期比４１４．７８％増） 

・主な立地業種：①電気業（５１件）、②食料品（１２件） 

 

d．関東内陸（茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県） 

・立地件数：３４２件（前年同期比１６６件増、前年同期比９４．３２％増） 

・立地面積：９３４ha（前年同期比５１８ha増、前年同期比１２４．７５％増） 

・主な立地業種：①電気業（２２８件）、②食料品（２７件）、③輸送機械（１０件） 

 

e．関東臨海（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 

・立地件数：６２件（前年同期比２３件増、前年同期比５８．９７％増） 

・立地面積：８９ha（前年同期比１４ha減、前年同期比１３．８３％減） 

・主な立地業種：①電気業（１７件）、②食料品（９件） 

 

f．東海（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県） 

・立地件数：１３５件（前年同期比４６件増、前年同期比５１．６９％増） 

・立地面積：３５６ha（前年同期比７０ha増、前年同期比２４．５８％増） 

・主な立地業種：①電気業（６４件）、②輸送用機械、金属製品（各１３件） 
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g．北陸（富山県、石川県、福井県） 

・立地件数：３９件（前年同期比２２件増、前年同期比１２９．４１％増） 

・立地面積：４０ha（前年同期比１８ha増、前年同期比８１．８１％増） 

・主な立地業種：①電気業（１６件）、②化学工業（４件） 

 

h．近畿内陸（滋賀県、京都府、奈良県） 

・立地件数：６４件（前年同期比２７件増、前年同期比７２．９７％増） 

・立地面積：１２０ha（前年同期比６２ha増、前年同期比１０６．４３％増） 

・主な立地業種：①電気業（３０件）、②金属製品（１１件） 

 

i．近畿臨海（大阪府、兵庫県、和歌山県） 

・立地件数：４７件（前年同期比３件減、前年同期比６．０％減） 

・立地面積：１２５ha（前年同期比２３ha増、前年同期比２３．０９％増） 

・主な立地業種：①電気業（９件）、②金属製品（８件） 

 

j．山陰（鳥取県、島根県） 

・立地件数：１５件（前年同期比４件増、前年同期比３６．３６％増） 

・立地面積：３５ha（前年同期比２９ha減、前年同期比４５．１７％減） 

・主な立地業種：①電気業（７件）、②木材・木製品、電気機械（各２件） 

 

k．山陽（岡山県、広島県、山口県） 

・立地件数：５５件（前年同期比１７件増、前年同期比４４．７４％増） 

・立地面積：８０ha（前年同期比２６４ha減、前年同期比７６．８６％減） 

・主な立地業種：①電気業（２５件）、②食料品（７件） 

 

l．四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県） 

・立地件数：８０件（前年同期比３９件増、前年同期比９５．１２％増） 

・立地面積：１３８ha（前年同期比８ha増、前年同期比５．８％増） 

・主な立地業種：①電気業（６８件）、②食料品（３件） 
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m．北九州（福岡県、佐賀県、長崎県、大分県） 

・立地件数：１３１件（前年同期比５４件増、前年同期比７０．１３％増） 

・立地面積：６６２ha（前年同期比４１９ha増、前年同期比１７１．９９％増） 

・主な立地業種：①電気業（１０１件）、②食料品（５件） 

 

n．南九州（熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県） 

・立地件数：６２件（前年同期比６件増、前年同期比１０．７１％増） 

・立地面積：１３５ha（前年同期比１９８ha減、前年同期比５９．４２％減） 

・主な立地業種：①電気業（４４件）、②食料品（８件） 
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（４）地域ブロック別の工場立地の概況（電気業を除く） 

 

a. 北海道 

・立地件数：１３件（前年同期比２件増、前年同期比１８．１８％増） 

・立地面積：２７ha（前年同期比１９ha増、前年同期比２３４．７３％増） 

・主な立地業種：①化学工業、生産用機械（各３件）、③食料品、金属製品（各２件） 

 

b. 北東北（青森県、岩手県、秋田県） 

・立地件数：１３件（前年同期比１件増、前年同期比８．３３％増） 

・立地面積：１８ha（前年同期比８ha増、前年同期比７１．８３％増） 

・主な立地業種：①金属製品（４件）、②食料品、木材・木製品、窯業・土石製品（各

２件） 

 

c. 南東北（宮城県、山形県、福島県、新潟県） 

・立地件数：５１件（前年同期比２件増、前年同期比４．０８％増） 

・立地面積：４５ha（前年同期比２ha減、前年同期比３．７２％減） 

・主な立地業種：①食料品（１２件）②金属製品（９件） 

 

d. 関東内陸（茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県） 

・立地件数：１１４件（前年同期比４７件増、前年同期比７０．１５％増） 

・立地面積：１４７ha（前年同期比７６ha増、前年同期比１０７．６６％増） 

・主な立地業種：①食料品（２７件）②輸送機械（１０件）③電気機械（８件） 

 

e. 関東臨海（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 

・立地件数：４５件（前年同期比１５件増、前年同期比５０．０％増） 

・立地面積：６３ha（前年同期比３４ha増、前年同期比１１６．４５％増） 

・主な立地業種：①食料品（９件）②生産用機械（６件） 

 

f. 東海（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県） 

・立地件数：７１件（前年同期比２６件増、前年同期比５７．７８％増） 

・立地面積：８４ha（前年同期比２１ha増、前年同期比３３．４７％増） 

・主な立地業種：①金属製品、輸送用機械（各１３件）、③食料品（１０件） 
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g. 北陸（富山県、石川県、福井県） 

・立地件数：２３件（前年同期比１０件増、前年同期比７６．９２％増） 

・立地面積：２０ha（前年同期比６ha増、前年同期比４５．２６％増） 

・主な立地業種：①化学工業（４件）②食料品、プラスチック製品、金属製品（各３

件） 

 

h. 近畿内陸（滋賀県、京都府、奈良県） 

・立地件数：３４件（前年同期比８件増、前年同期比３０．７７％増） 

・立地面積：４０ha（前年同期比３ha増、前年同期比９．１７％増） 

・主な立地業種：①金属製品（１１件）、②生産用機械（６件） 

 

i. 近畿臨海（大阪府、兵庫県、和歌山県） 

・立地件数：３８件（前年同期比５件減、前年同期比１１．６３％減） 

・立地面積：４７ha（前年同期比増減なし） 

・主な立地業種：①金属製品（８件）②食料品（６件） 

 

j. 山陰（鳥取県、島根県） 

・立地件数：８件（前年同期比３件増、前年同期比６０．０％増） 

・立地面積：６ha（前年同期比５ha増、前年同期比４１７．９８％増） 

・主な立地業種：①木材・木製品、電気機械（各２件）③繊維工業、鉄鋼業、金属製

品、生産用機械（各１件） 

 

k. 山陽（岡山県、広島県、山口県） 

・立地件数：３０件（前年同期比１９件増、前年同期比１７２．７３％増） 

・立地面積：３３ha（前年同期比２４ha増、前年同期比２６５．９２％増） 

・主な立地業種：①食料品（７件）、②金属製品（３件） 

 

l. 四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県） 

・立地件数：１２件（前年同期比３件増、前年同期比３３．３３％増） 

・立地面積：２１ha（前年同期比１３ha増、前年同期比１７３．４３％増） 

・主な立地業種：①食料品（３件）②パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製品、鉄

鋼業（各２件） 
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m. 北九州（福岡県、佐賀県、長崎県、大分県） 

・立地件数：３０件（前年同期比１１件増、前年同期比５７．８９％増） 

・立地面積：３４ha（前年同期比９ha減、前年同期比２１．７４％減） 

・主な立地業種：①食料品（５件）②プラスチック製品、窯業・土石製品、はん用機

械、生産用機械、輸送用機械（各３件） 

 

n. 南九州（熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県） 

・立地件数：１８件（前年同期比５件増、前年同期比３８．４６％増） 

・立地面積：３２ha（前年同期比８ha減、前年同期比１９．９６％減） 

・主な立地業種：①食料品（８件）、②木材・木製品（４件） 
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４．立地地点選定理由 

工場立地における立地地点選定に際して事業者が最も重視した項目は、①地価、②周辺

環境からの制約が少ない、本社・他の自社工場への近接性、④市場への近接性であった。 

また、電気業を除いた場合、事業者が最も重視した項目は、①本社・他の自社工場への

近接性、②市場への近接性、③関連企業への近接性であった。 

 

（１）立地地点選定理由 

立地に当たって重視した項目は、「最も重視した」、「重視した」を合計した数は「地

価」が最も多かった。また、例年上位である「本社・自社工場への近接性」は今回も上位

となっているが、「周辺環境からの制約が少ない」「工業団地である」も重視されている。 

また、立地に当たって「国・地方自治体の助成」「地方自治体の誠意・積極性・迅速性」

を重視したと回答した企業が、１，１４８社（有効回答企業数）中、それぞれ、９５社（８．

３％）、８６社（７．５％）あった。（付表２２） 

 （最も重視） （重視）  （合計） 

地価 ７８件  ３３５件  ４１３件 

周辺環境からの制約が少ない ７０件  ２７７件  ３４７件 

本社・他の自社工場への近接性 ７０件 １７２件  ２４２件 

工業団地である １３件 １１４件  １２７件 

経営者等の個人的つながり ２２件  ７６件   ９８件 

国・地方自治体の助成 ２０件  ７５件   ９５件 

市場への近接性 ２９件  ６５件   ９４件 

地方自治体の誠意・積極性・迅速性 １３件  ７３件   ８６件 

関連企業への近接性 ２１件  ５４件   ７５件 

原材料等の入手の便 １９件 ５０件   ６９件 

高速道路を利用できる ４件  ５７件   ６１件 

人材・労働力の確保 １３件 ４８件   ６１件 

流通業・対事業所サービス業への近接性 ２件  １４件   １６件 

工業用水の確保 ２件 １３件   １５件 

他企業との共同立地 ３件 １１件   １４件 

空港・港湾・鉄道等を利用できる １件  １１件   １２件 

学術研究機関の充実(産学協同等) １件 ３件    ４件 

その他 ８８件  ２８７件  ３７５件 

 

   （複数回答）
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（２）立地地点選定理由（電気業を除く） 

立地に当たって重視した項目は、「最も重視した」、「重視した（複数回答）」を合計した

数では、「本社・他の自社工場への近接性」が最も多かった。 

また、立地に当たって「国・地方自治体の助成」、「地方自治体の誠意・積極性・迅速性」

を「最も重視した」もしくは「重視した」と回答した企業が、４６３社中、それぞれ８３

社（１７．９％）、５０社（１１．０％）あった。 

 

 

（複数回答） 

  

 （最も重視）  （重視）  （合計） 

本社・他の自社工場への近接性 ６０件 １３１件 １９１件 

工業団地である １３件 １０７件 １２０件 

地価 １４件 ８４件 ９８件 

国・地方自治体の助成 １９件 ６４件 ８３件 

周辺環境からの制約が少ない １０件 ６４件 ７４件 

市場への近接性 ２６件 ４７件 ７３件 

関連企業への近接性 ２１件 ５０件 ７１件 

人材・労働力の確保 １３件 ４５件 ５８件 

地方自治体の誠意・積極性・迅速性 ７件 ４３件 ５０件 

高速道路を利用できる ３件 ４４件 ４７件 

原材料等の入手の便 ８件 ３８件 ４６件 

流通業・対事業所サービス業への近接性 ２件 １４件 １６件 

経営者等の個人的つながり ３件 １０件 １３件 

工業用水の確保 ２件 １１件 １３件 

空港・港湾・鉄道等を利用できる １件 １０件 １１件 

学術研究機関の充実(産学協同等) １件 ３件 ４件 

他企業との共同立地 ０件 １件 １件 

その他 ２１件 ４２件 ６３件 
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（３）海外立地と比較しての国内立地選定理由 

海外立地を検討した企業は２５社（前年同期２１社）あり、これらの企業が最終的に国

内での立地を選択した理由は「最も重視した」では「国・県・市・町・村の助成・協力」

が３件と最も多く、「重視した」では多い順に①良質な労働力の確保（８件）、②市場へ

の近接性、原材料等の入手の便（各６件）、④産業基盤が整備されている（５件）となっ

た。 

 

 （最も重視）  （重視）  （合計） 

市場への近接性            ２件   ６件   ８件 

良質な労働力の確保  ０件  ８件   ８件 

原材料等の入手の便  １件  ６件  ７件 

国・県・市・町・村の助成・協力    ３件   ３件  ６件 

産業基盤が整備されている  １件  ５件  ６件 

関連企業への近接性  ０件  ４件  ４件 

政情・治安の安定  ０件  ４件  ４件 

学術研究機関の充実(産学共同等)    ０件   １件  １件 

対事業所サービス業の充実  ０件  ０件   ０件 

流通機構が整備されている  ０件  ０件   ０件 

知的財産権の保護への配慮  ０件  ０件   ０件 

その他  ０件   ４件   ４件 

 

      （複数回答） 
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（４）海外立地と比較しての国内立地選定理由（電気業を除く） 

海外立地を検討した企業は２１社（前年同期１２社）あり、これらの企業が最終的に国

内での立地を選択した理由は「最も重視した」では「国・県・市・町・村の助成・協力」

が３件と最も多く、「重視した」では多い順に①良質な労働力の確保（８件）、②原材料等

の入手の便（６件）、③市場への近接性（５件）となった。 

   

 （最も重視）  （重視）  （合計） 

良質な労働力の確保 ０件    ８件   ８件 

市場への近接性 ２件   ５件  ７件 

原材料等の入手の便    ０件  ６件  ６件 

国・県・市・町・村の助成・協力 ３件    ３件  ６件 

産業基盤が整備されている   １件   ４件  ５件 

関連企業への近接性    ０件  ４件  ４件 

政情・治安の安定   ０件  ４件  ４件 

学術研究機関の充実(産学共同等) ０件   １件  １件 

対事業所サービス業の充実   ０件  ０件  ０件 

流通機構が整備されている   ０件  ０件  ０件 

知的財産権の保護への配慮    ０件  ０件  ０件 

その他   ０件  １件  １件 

 

      （複数回答） 
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５．研究所及び外資系企業の立地状況 

 

研究所（工場敷地内に研究開発機能を付設する場合を除く。以下同。）の立地件数は３

件で、前年同期より４件減少した。研究開発機能の付設を予定している事業者数は１０１

件で、前年同期比で２０件の増加となった。電気業を除いた場合は９８件となり、前年同

期より１７件の増加となった。 

外資系企業の立地件数は１５件で、前年同期比で４件の減少となった。 

電気業を除いた外資系企業の立地件数は４件で、前年同期比で１件の増加となった。 

 

（１）研究所の立地状況 

研究所の立地件数は３件で、前年同期より４件減少した。都道府県別では富山県、静岡

県、大阪府で各１件であった。 

（図－１２、付表－２６） 

 

研究開発機能の付設予定件数は１０１件で、前年同期比で２０件の増加となった。 

地域別では、多い順に①関東内陸（２４件）、②関東臨海（１６件）、③近畿臨海（１

１件）となった。電気業を除いた場合は、研究開発機能の付設予定件数は９８件で、前年

同期より、１７件の増加となった。また地域別では、多い順に①関東内陸（２３件）、②

関東臨海（１６件）、③近畿臨海（１１件）となった。 

（付表２７） 

 

 

図－１２ 研究所の立地件数の推移 
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図－１２－１ 研究機能の付設を予定している件数の割合の推移 

 

 

図－１２－２ 研究機能の付設を予定している件数の割合の推移（電気業を除く） 

 

 

（２）外資系企業の立地状況 

外資系企業（外資比率５０％以上の企業）の工場立地件数は１５件で、前年同期比で４

件減少した。（図－１３－１） 

地域別では関東内陸（４件）、北九州、南九州（各３件）、四国（２件）、北海道、南

東北、関東臨海（各１件）であった。（付表－３０－１） 

また、電気業を除いた工場立地件数は４件で、前年同期比で１件の増加となった。（図

－１３－２） 

地域別にみると、関東内陸が２件、四国、南九州が各１件であった。(付表－３０－２) 
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図－１３－１ 外資系企業の立地件数の推移 

 

 

図－１３－２ 外資系企業の立地件数の推移（電気業を除く） 
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付図－１－１ 工場立地件数・面積の推移（期別） 

 
 

付図－１－２ 工場立地件数・面積の推移（期別・電気業を除く） 

 
 

図－１－３ 工場立地件数、工場立地面積（昭和５５年上期以降） 
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付図－２－１ 移転立地と移転でない立地件数及び割合の推移（期別） 

 
 

 

付図－２－２ 移転立地と移転でない立地件数及び割合の推移（期別・電気業を除く） 

 
 

付図－３－１ 企業規模（資本金規模）別の立地件数の推移（期別） 
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付図－３－２ 企業規模（資本金規模）別の立地件数の推移（期別・電気業を除く） 

 

 

付図－４－１ 借地による立地件数と全立地件数に占める割合の推移（期別） 

 

 

付図－４－２ 借地による立地件数と全立地件数に占める割合の推移 

（期別・電気業を除く） 
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付図－５－１ 工業団地内の立地件数と全立地件数に占める割合の推移（期別） 

 

 

付図－５－２ 工業団地内の立地件数と全立地件数に占める割合の推移 

（期別・電気業を除く） 

 

 

付図－６－１ 県外立地件数と全立地件数に占める割合の推移（期別） 
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付図－６－２ 県外立地件数と全立地件数に占める割合の推移（期別・電気業を除く） 

 

 

付図－７－１ 主な業種の立地件数の前年同期との比較 

 

 

付図－７－２ 主な業種の敷地面積の前年同期との比較 
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付図－８－１ 主な業種の立地件数の推移（期別） 

 

 

 

付図－８－２ 電気業の立地件数・面積の推移（期別） 
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付図－８－３ 立地件数の多い業種の地域ブロック別分布状況 
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付図－８－４ 立地件数の多い業種の都道府県別分布状況 

 

  

2

1

1

8

0

0

1

8

7

6

8

1

0

0

3

0

2

1

1

5

3

3

2

2

1

2

2

4

0

0

0

0

2

3

2

0

1

2

0

2

1

1

3

1

2

3

0

2

0

3

2

1

0

1

2

2

1

2

1

0

0

6

2

1

0

0

0

6

2

4

1

5

3

0

8

3

0

1

0

1

1

1

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

3

0

0

0

0

0

0

0

2

2

1

1

0

4

2

0

1

1

1

0

1

1

2

1

0

3

1

1

3

0

1

0

0

2

0

0

0

0

0

2

1

0

0

0

1

0

0

1

1

0

1

0

0

0

4

5

1

0

1

0

3

1

0

0

0

0

0

4

2

5

2

0

1

0

1

0

0

0

0

0

2

0

0

0

0

0

2

1

0

1

0

0

0

0

(都道府県)

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神奈川県

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

山 梨 県

長 野 県

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三 重 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和歌山県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿児島県

沖 縄 県

(輸送用機械)(金属製品) (生産用機械)(食料品)



9 
 

付図－８－５ ４型業種分類別の立地件数の推移（期別） 

 
 

付図－８－６ ４型業種分類別の立地件数の前年同期との比較 

 
 

付図－８－７  ４型業種分類別の敷地面積の前年同期との比較 

 

  

0

100

200

300

400

500

600

2
0年

上

2
0年

下

2
1年

上

2
1年

下

2
2年

上

2
2年

下

2
3年

上

2
3年

下

2
4年

上

2
4年

下

2
5年

上

2
5年

下

2
6年

上

地方資源型 雑 貨 型 基礎素材型 加工組立型

(件)

351

116

50 57

128

499

171

51
69

208

0

200

400

600

全製造業計 地方資源型 雑 貨 型 基礎素材型 加工組立型

25年上期

26年上期

(件)

421

147

49 70

155

616

213

47

138

218

0

500

1,000

全製造業計 地方資源型 雑 貨 型 基礎素材型 加工組立型

25年上期

26年上期

(ha)

化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属

金属製品、はん用機械、生産用機械、業務用機械、電子・デバイス、電気機械、
情報通信機械、輸送用機械

地方資源型

雑　貨　型

基礎資材型

加工組立型

食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維工業、木材・木製品、パルプ・紙、窯業・土
石製品

家具、印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、その他製造業



10 
 

付図－９－１ 地域ブロック別の立地件数の前年同期との比較 

 

 

付図－９－２ 地域ブロック別の立地件数の前年同期との比較（電気業を除く） 

 

 

付図－１０－１ 地域ブロック別の立地面積の前年同期との比較 
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付図－１０－２ 地域ブロック別の立地面積の前年同期との比較（電気業を除く） 

 

 

付図－１１－１ 地域ブロック別の立地件数の推移（期別） 
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付図－１１－２ 地域ブロック別の立地件数の推移（期別・電気業を除く） 
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付図－１２ 研究所の立地件数の推移（期別） 

 

 

付図－１２－１ 研究機能の付設を予定している工場の割合の推移（期別） 

 

付図－１２－２ 研究機能の付設を予定している工場の割合の推移 

（期別・電気業を除く） 
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付図－１３－１ 外資系企業の立地件数の推移（期別） 

 
 

付図－１３－２ 外資系企業の立地件数の推移（期別・電気業を除く） 
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